
 

1 

 

特許庁委託事業 

インドネシア 

下位法令調査補足資料 
 

 

 

2015年 7月 

 

日本貿易振興機構 

バンコク事務所 知的財産部 

 

 

協力 

TMI Associates(Singapore)LLP 

 

 



 

2 

 

 

～インドネシアにおける知的財産関連法令調査～ 

1. 知的財産関連法令 

法 律 

(1) 憲法（”The 1945 Constitution of the Republic of Indonesia (2002)”） 

1945 年 8 月 17 日制定・施行。1999 年、2000 年、2001 年、2002 年に一部改正。 

 

(2) 特許法（”Law No. 14 of 2001 on Patents”） 

旧特許法（”Law No. 6 of 1989 on Patents”）を全面改正する形で、2001 年 8 月 1 日制

定、施行。 

 

(3) 工業意匠法（”Law No. 31 of 2000 on Industrial Designs”） 

旧工業法（”Law No. 5 of 1984 on Industry”）を全面改正する形で、2000 年 12 月 20

日制定、施行。 

 

(4) 商標法（”Law No. 15 of 2001 on Marks”） 

旧商標法（”Law No. 14 of 1997 on Marks”）を全面改正する形で、2001 年 8 月 1 日制

定、施行。 

 

(5) 著作権法（”Law No. 28 of 2014 on Copyright”） 

旧著作権法（”Law No. 19 of 2002 on Copyright”）を全面改正する形で、2014 年 10

月 16 日制定、施行。 

 

(6) 集積回路配置法（”Law No. 32 of 2000 on Layout Designs of Integrated Circuits”） 

2000 年 12 月 20 日制定、施行。 

 

(7) 営業秘密法（”Law No. 30 of 2000 on Trade Secret”） 

2000 年 12 月 20 日制定、施行。 

 

(8) 植物品種保護法（”Law No. 29 of 2000 on Plant Variety Protection”） 

2000 年 12 月 20 日制定、施行。 

 

(9) 刑法（”Law No. 732 of 1918”） 

オランダ植民地時代の 1918 年 1 月 1 日に制定、施行。1946 年、1958 年及び 1999
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年に一部改正。 

 

(10) 独占行為及び不公正事業競争防止法（”Law No. 5 of 1999 concerning the Ban on 

Monopolistic Practices and Unfair Business Competition”） 

1999 年 3 月 5 日制定、2000 年 3 月 5 日施行。 

 

政府規則 

(1) 特許法関連 

① 特許出願手続に関する政府規則（”Government Regulation No. 34 of 1991 on 

Procedure for Patent Application”） 

1991 年 6 月 11 日制定、施行。 

 

② 特許権の実施手続に関する政府規則（”Government Regulation No. 27 of 2004 on 

Procedure of Exploitation of Patent”） 

2004 年 10 月 5 日制定、施行。 

 

③ 特許証の形式及び内容に関する政府規則（”Government Regulation No. 11 of 1993 

on Form and Content of Patent Documents”） 

1993 年 2 月 22 日制定、施行。 

 

④ 薬物国内生産のための原料又は特許製品の輸入に関する政府規則 

（”Government Regulation No. 32 of 1991 on Import of Raw Materials or Certain 

Patented Products for Domestic Production of Drugs”） 

1991 年 6 月 11 日制定、1991 年 8 月 1 日施行。 

 

⑤ 特許審判委員会の組織構成・義務・機能に関する政府規則（ ”Government 

Regulation No. 40 of 2005 on Organizational Structure, Duties and Functions of  

Patent Appeal Commission”） 

2005 年 10 月 25 日制定、施行。 

 

(2) 工業意匠法関連 

① 産業意匠法の施行に関する政府規則（”Government Regulation No. 1 of 2005 on 

Implementation of Law No. 31 of 2000 on Industrial Designs”） 

2005 年 1 月 4 日制定、施行。 

 

(3) 商標法関連 
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① 商標登録請求手続に関する政府規則（”Government Regulation No. 23 of 1993 on 

Procedure for Mark Registration Request”） 

1993 年 3 月 31 日制定、1993 年 4 月 1 日施行。 

 

② 商標にかかる商品及び役務の分類に関する政府規則（”Government Regulation No. 

24 of 1993 on Class of Goods or Services for Mark Registration”） 

1993 年 3 月 31 日制定、1993 年 4 月 1 日施行。 

 

③ 地理的表示に関する政府規則（”Government Regulation No. 51 of 2007 on 

Geographical Indications”） 

2007 年 9 月 4 日制定、施行。 

 

④ 商標審判委員会の組織構成・義務・機能に関する政府規則（ ”Government 

Regulation No. 7 of 2005 on Organizational Structure, Duties and Functions of  

Trademark Appeal Commission”） 

2005 年 2 月 23 日制定、施行。 

 

(4) 著作権法関連 

① 教育・科学・研究・開発のための著作物の翻訳及び複製に関する政府規則 

（”Government Regulation No. 1 of 1989 on Translation and/or Reproduction of 

Works in the Field of Education, Sciences, Research and Development”） 

1989 年 1 月 14 日制定、施行。 

 

 

 

② 著作権委員会に関する政府規則（”Government Regulation No. 14 of 1986 on 

Copyright Council”） 

1986 年 3 月 6 日制定、施行。1987 年及び 1989 年に一部改正。 

 

(5) 集積回路配置法関連 

① 集積回路配置の登録に関する政府規則（”Government Regulation No. 9 of 2006 on 

Procedure of Application for Registration of Layout Designs of Integrated Circuits”） 

2006 年 4 月 3 日制定、施行。 

 

(6) 植物品種保護法関連 

① 本質的派生品種の栽培のための原品種の名称、登録及び使用に関する政府規則 
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（”Government Regulation No. 13 of 2004 on Naming, Registration and Use of 

Original Variety for the Making of Essential Derivative Variety”） 

2004 年 3 月 17 日制定、施行。 

 

② 植物品種の譲渡要件・手続及び政府保護品種の使用に関する政府規則 

（”Government Regulation No. 14 of 2004 on Requirements and Procedure of the 

Transfer of Protection of Plant Variety and Use of Variety Protected by the 

Government”） 

2004 年 3 月 17 日制定、施行。 

 

(7) 知的財産法関連 

① 非課税の国家歳入の適用種類及び金額に関するインドネシア政府規則

（”Government Regulation No. 45 of 2014 on Types and Tariffs on Non-Tax State 

Revenues”） 

2014 年 5 月 30 日制定、2014 年 7 月 3 日施行。 

 

② 知的財産権コンサルタントに関する政府規則（”Government Regulation No. 2 of 

2005 on Consultants of Intellectual Property Rights”） 

2005 年 1 月 4 日制定、施行。 

 

 

 

 

 

 

大統領通達 

(1) 知的財産法関連 

① 知的財産権侵害対策国家チームの設立に関する大統領通達（”Decree of President 

of the Republic of Indonesia No. 4 of 2006 on Establishment of National Team on the 

Tackling of Infringements of Intellectual Property Rights”） 

2006 年 3 月 27 日制定、施行。 

 

法務大臣決定・規則 

(1) 特許法関連 

① 特許出願手続に関する法務大臣決定（”Decision of the Minister of Justice No. 

M.06-HC.02.10 of 1991 on Procedure for Patent Application”） 



 

6 

1991 年 10 月 22 日制定、施行。 

 

② 実体審査請求に関する法務大臣決定（”Decision of the Minister of Justice No. 

M.07-HC.02.10 of 1991 on Form and Requirements on Request for Substantive 

Examination on Patent”） 

1991 年 10 月 29 日制定、施行。 

 

③ 特許書類の記録及び複製の請求に関する法務大臣決定（”Decision of the Minister 

of Justice No. M.08-HC.02.10 of 1991 on Recording and Request for Copies of Patent 

Documents”） 

1991 年 10 月 29 日制定、施行。 

 

④ 特許出願費用の支払要件・期限・手続に関する法務大臣決定（”Decision of the 

Minister of Justice No. M.04-HC.02.10 of 1991 on Requirements, Time Frame and 

Procedure to Pay Patent Fees”） 

1991 年 9 月 18 日制定、1991 年 8 月 1 日施行。 

 

⑤ 簡易特許に関する法務大臣決定（”Decision of the Minister of Justice No. 

M.01-HC.02.10 of 1991 on Simple Patents”） 

1991 年 7 月 31 日制定、施行。 

 

⑥ 特許公開に関する法務大臣決定（ ”Decision of the Minister of Justice No. 

M.02-HC.02.10 of 1991 on Patent Publication”） 

1991 年 7 月 31 日制定、施行。 

 

(2) 著作権法関連 

① 著作権登録に関する法務大臣規則（”Regulation of the Minister of Justice No. 

M.01-HC.03.01 of 1987 on Registration of Copyright”） 

1987 年 10 月 26 日制定、施行。 
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2. 知的財産関連法令チャート 
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本冊子は、2015 年度に日本貿易振興機構バンコク事務所知的財産部が調査委託を

実施した調査報告等に基づくものであり、その後の法改正等によって記載内容の情

報は変わる場合があります。また、記載された内容には正確を期しているものの、

完全に正確なものであると保証するものではございません。 

 

 

 


